
事業事前評価表（開発計画調査型技術協力） 

作成日：平成 22 年 11 月 29 日 

担当部署：産業開発部電力課 

１．案件名 

国名： インドネシア共和国 

案件名：クリーンコールテクノロジー（ＣＣＴ）導入促進プロジェクト 

（高効率石炭火力発電設備導入促進） 

Project for Promotion of Clean Coal Technology (CCT) – Promotion of Coal Fired Power Plants with 

higher efficiency 

２．協力概要 

（１）事業の目的 

発電セクターへのクリーンコールテクノロジー（CCT)の導入促進のためのロードマップ策定を行う。

CCT については、高効率石炭火力発電技術、特に超臨界圧発電（ＳＣ）、超々臨界圧発電（ＵＳＣ）、

石炭ガス化複合発電（IGCC）などの石炭火力発電所の高効率化を対象とし、二酸化炭素回収･貯留

技術（CCS）についても検討することとする。以上をもって、特にジャワ＝マドゥラ＝バリおよびスマトラ系

統における持続的かつ安定的な電力供給及びインドネシア政府が公約とする温室効果ガス削減目標

の実現に貢献することを目指す 

 

（２）調査期間  2011 年 3 月～2012 年 8 月 

 

（３）総調査費用   約 2.4 億円 

 

（４）協力相手先機関  

エネルギー鉱物資源省（Ministry of Energy and Mineral Resources： MEMR） 

国有電力会社（Perusahaan Umum Listrik Negara （Persero）：PLN (Indonesia Electricity Corporation)） 

 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等）  

１）対象分野：電力 

２）対象地域：ジャワ＝マドゥラ＝バリ系統およびスマトラ系統 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点  

インドネシア国(以下「イ」国)経済は 1997 年のアジア通貨危機、2008 年の世界的な金融危機

の影響を受けながらも、政府の景気刺激策や内需拡大より、2009 年の GDP 伸び率は 4.5％と経済

状況が良好であることを示した。こうした経済成長に伴い電力需要の伸びは、国際エネルギー機

関（OECD/IEA）の「イ」国電力政策レビュー（2008）によれば、アジア通貨危機後の 1997 年から

2004 年にかけて年約 7％であった。特に産業が集中する島（ジャワ、バリ、スマトラ）について

は、引き続き高い電力需要の伸びが見込まれ、早急な電力供給能力の強化が必要であるといわれ

ている。特に、2009 年の PLN の販売電力量ではジャワ＝マドゥラ＝バリ系統で 78.2％、スマトラ

系統で 13.2％を占めており、主要な電力消費地域であることから強化の必要性は高い。 

 高い電力需要見込みを受け、政府は計画期間 2006 年-2009 年に PLN を通じて、第一次短期電力

開発計画（「クラッシュプログラム」と称される）を実施し、新規に発電所 40 地点、総出力 1 万

MW の石炭火力発電所の開発を進めてきている。但し、本計画は、①短期的な電力不足を補う計画

であり、中長期的開発までは含んだ計画ではないこと、②進捗に遅れが出ていること、③第一次

クラッシュプログラムは石炭火力を主体とした計画で、将来的な地球温暖化対策の検討が必要と

なる等の課題も併せ持っている。これに加え、さらなる脱石油政策、エネルギー多様化政策のも

と、第 2次クラッシュプログラム（2010 年-2014 年）を通じて再生可能エネルギー（水力、地熱）

の有効活用のみならず、国内に多くの埋蔵量が確認されている石炭を利用した火力発電所の新規

開発を進めることとしている。電源開発計画（RUKN）によれば、発電用一次用エネルギーの構成

比率で石炭の利用は 2008 年の 45％から 2018 年には 63％に推移することが予定されている。 



他方、「イ」国は2007年気候変動枠組み条約第13回締約国会議（COP13）をバリで開催した際に

「バリ・ロードマップ」を採択し途上国の温室効果ガス排出量（GHG）削減努力を求めたことなど

もあり、気候変動対策への取組みを強化する意向を示している。「イ」国ユドヨノ大統領は、2009

年9月に2020年までにBAU（Business As Usual）比26%削減し、国際社会からの支援が得られれば

この目標を41%まで引き上げると宣言している。大統領が宣言したGHG排出量の削減目標を実現す

るために、イ国電力セクターにおいては、前述のとおり石炭がエネルギー源構成比率で高い割合

を占めるため、同燃料利用の高効率化はGHG排出量を削減するために大変重要である。 

以上の背景を受け、「イ」国政府は GHG 排出量の削減に向け、電力セクターにおけるエネルギー

利用効率化、環境負荷軽減を目的として CCT 高効率火力発電設備の導入に取り組むことを検討し

ており、日本に技術的比較優位のある CCT の導入促進に関し、今般我が国に対して支援を要請し

た。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

インドネシアでは、全ての国民に対し十分で、均等で、信頼性があり、持続的な電気を供給するため

に、MEMR は向こう 20 年間(長期)の RUKN を策定し、それを基に、PLN はより具体的な 10 年間(中期)の

電力供給総合計画（Rencana Usaha Penyediaan Tenaga Listrik: RUPTL）を策定している。 

電力需要の旺盛な伸びが予測されるなか、安定的な電力供給を確保するために石炭火力発電はベー

ス電源として重要な位置づけを占めることから、更なる開発が必要とされる。また、インドネシア政府として

温室効果ガス削減への取り組みを強化していることをうけ、新規石炭火力発電所の開発に際して地球温

暖化対策への配慮も求められる。以上から、CCT 高効率火力発電設備の導入は RUKN や RUPTL の方

向性と合致するとともに、地球温暖化対策に資する観点からもインドネシア政府の政策に整合する。 

 

（３）他国機関の関連事業との整合性 

（ア）世界銀行(世銀) 

世界銀行は、Country Partnership Strategy (2009～2012）において、貧困削減及び経済成長

のための投資環境整備を目標とし、電力セクターにおいてもインドネシアの競争力強化のため、

急増する需要に対する設備容量の確保等インフラストラクチャー支援を行うとしている。また、

効率性の改善、民間部門との競争原理導入等電力セクター改革も重視し、近年では、2003年6月に

「ジャワ・バリ系統再編・強化事業」を実施している。 

 

（イ）アジア開発銀行（ADB） 

アジア開発銀行は、Country Strategy and Program Update (2006-2009）において、電力分野

では、電力効率の改善と民間参入を促すことを目標に掲げ、セクター改革、インフラの改善、再

生可能エネルギーの推進を行うとしている。また、2002年に「送電セクター改革事業」、「再生

可能エネルギー開発事業」に借款を供与している｡ 

 

 以上、世銀、ADB ともに「イ」国電力セクター開発の重要性を踏まえ、それぞれ役割分担しつつ取組ん

でいる。 

 

（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 

我が国の対インドネシア国別援助計画では、日本として 3 つの分野①民間主導の持続的な成長、

②民主的で公正な社会造り、③平和と安定を重点分野とし、「民間主導の持続的な成長」実現のため

の支援において、経済インフラ整備等に力を注ぐ方針としている。これを受け、JICA はエネルギ

ー供給支援を協力プログラムの一つとして位置づけている。本事業は、同プログラムにおける目

標の一つである、高効率な発電所の導入に資するものである。 

また、JICAは気候変動対策プログラムローンを通じて温室効果ガス吸収・排出抑制による温暖

化緩和の観点から、「イ」国側による温室効果ガス排出量の多い石炭火力発電所の効率向上の取り

組みを後押しする方向としている。エネルギー利用の効率化は今後増加する石炭火力発電所の開

発とともに取り組み強化の必要性が高いことことから、同プログラムローンとの整合性を図りな



がらCCT高効率火力発電設備の導入を推進することは有益である。 

なお、対インドネシア円借款において、インドネシア電力セクターに対しては、1969年貸付承

諾のタンジュンプリオク火力発電所建設事業以来、これまで約100件、承諾累計額で約7,047億円

の支援を実施してきている。近年における火力発電所に関する事業としては、以下のとおり。 

・ムアラカラン火力発電所ガス化事業  （2003年度承諾） 

・ムアラタワル・ガス火力発電所拡張事業 （2003年度承諾） 

・タンジュンプリオク火力発電所拡張事業 （2003年度承諾） 

・スマラン火力発電所リハビリ・ガス化事業 （2003年度承諾） 

・クラマサン火力発電所拡張事業   （2004年度承諾） 

本事業に関連する技術協力案件としては、2005年7月に「スマトラ系統電力開発運用強化計画調

査」、2006年11月には「ジャワ・バリ地域発電設備運用改善計画調査」を実施し、最適電源計画

および送電網整備計画を策定すると共に、マクロ経済・財務面及び環境社会配慮面に対する方策、

電力セクターへの投資促進策を提言している。加えて、2008年12月には「ジャワ・マドゥラ・バ

リ地域最適電力開発計画調査」において、同地域における最適電源開発計画、最適送変電系統開

発計画、系統運用改善計画等を策定している。 

 

４．協力の枠組み 

（１）調査項目  

（ア）関連データ・情報の収集および精査 
（a）インドネシア国のデータや情報の収集および共同レビュー 

- 電力セクターの開発政策と電源計画（電力需給予測、発電計画、系統計画、配電計画） 
- 再生可能エネルギーと化石燃料開発政策および計画 
- 石炭火力建設および運用保守のルールやガイドライン 
- 一次エネルギー（特に石炭）需給予測と計画および関連政策 
- 気候変動対策に関する政策、例えば温室効果ガス(GHG)インベントリー、排出量取引制度

と温室効果ガス削減のための国家計画 
- 環境社会配慮に関する情報、例えば環境関連法や規制、最新の環境影響評価（EIA）の例

と石炭火力の経験. 
(b) CCT 高効率火力発電設備の導入のポテンシャル評価 

- 電力の需給予測に基づいた石炭火力発電所の開発および運用基準の確認 
- 炭素クレジットの価値を考慮した CCT 導入の経済性および技術ポテンシャルの評価 
- CCT を導入したときの石炭の需給予測の分析 
- CCT を導入するための制度および政策フレームワークの確認. 
- CCT を導入するための制度的フレームワークの精査 
- CCT 導入による温室効果ガス削減の精査. 

（イ）CCT 導入ロードマップの策定（2025 年目標） 
・ 既設石炭火力発電所の CCT を用いたリハビリまたは更新計画の必要性と実行可能性の精

査 
・ CCT 高効率火力発電設備の導入による電力開発計画の精査 
・ 電力開発計画と石炭燃料供給計画を考慮した、CCT 高効率火力発電設備導入のロードマッ

プ策定 
・ CCT 高効率火力発電設備の導入による温室効果ガス排出量削減をインドネシア国の削減行

動（NAMA）やセクター別クレジットメカニズム（SCM）などへ反映する方法の精査 
（ウ）モデル石炭火力発電所開発の予備調査 

・ 商業可能性および緊急性を考慮し、ステージ２で精査された CCT 高効率火力発電計画に基

づき、モデル発電所の特定 
・ CCT 高効率火力発電設備導入の評価 
・ 脱硫装置・脱硝装置を含む環境対策設備の導入必要性の精査 
・ 温室効果ガス排出削減の評価 



・ 送電線や石炭供給など、関連インフラの精査 
・ モデル発電所の予備デザインとコスト見積 
・ プロジェクト実施計画 
・ ファイナンススキームの考察 

（エ）人材育成・レポート作成 
・人材育成 
（a) 行政関係：CCT 高効率火力発電に関係する政策および規制 
（b) 技術関係：CCT 高効率火力発電設備の導入と経済性分析、IGCC･CCS に応用される最

新技術に関係する導入研修 
・インドネシア国における石炭火力発電所開発への提言 

（２）アウトプット（成果）  

（ア）CCT 高効率火力発電設備導入ロードマップの策定 
（発電効率の向上、CO2 削減計画、炭素クレジットの効果を考慮した提言を含む） 

（イ）CCT 高効率火力発電技術関連の教育訓練を通じた技術移転、人材育成 
（ウ）モデル発電所の予備調査 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施 

（ａ）コンサルタント（分野／人数） 

総括･電源計画／1 
副総括･石炭火力開発／１ 
CCT 高効率火力設備計画Ａ／1 
CCT 高効率火力設備計画Ｂ／1 
火力土木／1 
系統計画／1 
石炭燃料調達計画／1 
経済･財務分析/投資計画/1 
炭素クレジット／1 
環境社会配慮／1 
業務調整／１ 
計 11 名 

（ｂ）その他 

レポート（インセプションレポート、インテリムレポート、ドラフトファイナルレポート）作成時において現地

にてステアリングコミッティー協議を３回実施予定 

５．協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標  

策定した CCT 高効率火力発電設備の導入ロードマップがインドネシアの石炭火力電源計

画(RUPTL)における基本計画として受入れられるとともに、事業化が進む。また、本 CCT
高効率火力発電設備のロードマップに基づく計画の実施に際して、有望地点の実施可能性調

査が実施される。 

 

（２）活用による達成目標  

・ 現行の亜臨界圧石炭火力発電所に比べ、CO2 排出量の少ない CCT 高効率火力発電設備が

増強される。 

・ 有望地点の予備調査を踏まえ安定的電力供給に資する電源開発計画の検討が促進される。

６．外部要因 

（１）協力相手国内の事情  

・電力開発政策や温室効果ガス削減目標に変更がないこと。 
・治安が急激に悪化しないこと。 
・電源開発計画に必要なデータの提供が適切になされること 
（２）関連プロジェクトの遅れ  



・特になし 

・クラッシュ１･２の大幅な遅滞 

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）  

本案件は CCT の導入を行う案件であり、重大ではないが案件実施の際には大気汚染等の環境・

社会への望ましくない影響が考えられるため、「JICA 環境社会配慮ガイドライン」（2002 年 4 月

制定）上カテゴリ B に該当する。本調査においては、「イ」国の環境関連法規や国際基準を参照

し、CCT 導入にあたり求められる環境社会配慮を十分に検討する。 

８．過去の類似案件からの教訓の活用（注）  

インドラマユ石炭火力発電所開発事業準備調査：類似の石炭火力発電所の調査である同案件に

おいて得られる使用炭種および環境社会配慮についての実績に基づき、本案件でも早い段階から

使用炭種および環境対策関連法規についての情報を収集して行く。 

９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標  

（ア）活用の進捗度 

・策定された CCT 高効率火力発電設備導入ロードマップがインドネシア電力開発政策の一

部として位置づけられる。 
・開発有望地点の開発計画が明確化され、RUPTL に反映される。 

（イ）活用による達成目標の指標 

・CCT 高効率火力発電所の建設計画が策定される。 
・｢イ」国石炭火力発電所における KW 当たりの使用石炭量が削減される。 

・「イ」国石炭火力発電所における CO2 排出量が削減される。 

（２）上記（ア）および（イ）を評価する方法および時期 

フォローアップ調査によるモニタリング 

（注）調査にあたっての配慮事項 


